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当⽇配布資料２

白井市都市計画法に基づく市街化調整区域内

の立地基準に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第３

４条第１１号及び第１２号並びに都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政

令」という。）第３６条第１項第３号ハの規定により、市街化調整区域における開発行為

及び開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可の基準に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 既存集落 市街化調整区域において、次のいずれかに該当する地域をいう。 

ア 半径１５０メートルの範囲内に４０以上の建築物（２０以上の建築物が市街化調整

区域内に存している場合において、市街化区域内に存するものを含む。イにおいて同

じ。）が連たんしている地域 

イ 敷地間の距離が５５メートル以内で４０以上の建築物が連たんしている地域であっ

て、当該建築物の敷地からの距離が５５メートルの範囲内であるもの 

(2) 線引き 法第７条第１項に規定する市街化区域と市街化調整区域との区分に関する都

市計画の決定又は変更により市街化調整区域として新たに区分されたことをいう。 

(3) 線引きの日前土地所有者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 線引きの日前から当該線引きにより市街化調整区域となった土地を所有する者 

イ 線引きの日前から当該線引きにより市街化調整区域となった土地を所有していた者

から当該線引きの日以後に相続により当該土地を所有する者 

(4) 親族 線引きの日前土地所有者の親族（民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条

に規定する親族をいう。）のうち、自己の居住の用に供する住宅を所有していない者で

当該線引きの日前土地所有者と２年以上の同居の事実があるものをいう。 

(5) 専用住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（い）項第１号に掲げ

る住宅であって、長屋以外のものをいう。 

(6) 地区まちづくり計画 白井市まちづくり条例（平成１６年条例第１号）第１３条第２



2 

 

項（同条例第１４条において準用する場合を含む。）の規定により効力が生じた地区ま

ちづくり計画をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例における用語の意義は、法及び政令の例による。 

（法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域） 

第３条 法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域は、次の各号のいずれにも該当す

る土地の区域とする。 

(1) 開発区域の面積が５ヘクタール未満の土地の区域であって、当該開発区域の全部が市

街化区域（工業専用地域及び地区計画により住宅の建築ができない地域を除く。）から

１．１キロメートルの範囲内に存するもの 

(2) 既存集落内の土地の区域 

(3) 次に掲げる区域を含まない土地の区域 

ア 政令第２９条の９第１号から第６号までに掲げる区域 

イ 政令第２９条の９第７号に掲げる区域として規則で定める区域 

(4) 法第１８条の２第１項の規定により市の都市計画に関する基本的な方針として定めた

白井市都市マスタープランにおいて低密度住宅地区に定められた土地の区域 

(5) 地区まちづくり計画を定めた区域 

（一部改正〔平成２８年条例２２号・令和３年２７号〕） 

（法第３４条第１１号の条例で定める予定建築物等の用途） 

第４条 法第３４条第１１号の開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があ

ると認められる用途として条例で定める予定建築物等の用途は、専用住宅以外の用途とす

る。 

（法第３４条第１２号の条例で定める開発行為） 

第５条 法第３４条第１２号の条例で定める開発行為は、次の各号のいずれかに該当する開

発行為とする。 

(1) 市街化調整区域において、線引きの日前土地所有者で当該線引きの日前土地所有者が

所有する土地又はその周辺に居住している者（農業を営まない者にあっては、線引きの

日前から引き続き当該土地又はその周辺に居住している者に限る。）及びその親族が市

街化区域内に建築物の建築が可能な土地を所有していない場合に、当該親族が婚姻等に

より当該線引きの日前土地所有者が所有する土地において新たに自己の居住の用に供す

るための専用住宅の建築を目的として行う開発行為であって、開発区域の面積が５００
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平方メートル以下のもの 

(2) 既存集落内において、線引きの日前土地所有者が自己の居住の用に供する住宅を所有

していない場合に、当該線引きの日前土地所有者が所有する土地において自己の居住の

用に供するための専用住宅の建築を目的として行う開発行為であって、開発区域の面積

が５００平方メートル以下のもの 

(3) 市街化調整区域において、線引きの日前から存する専用住宅又は建築基準法第６条第

１項若しくは第６条の２第１項の規定により建築の確認を受けて建築された専用住宅の

増築又は改築（当該専用住宅の敷地及び用途を変更しないものに限る。）を目的とする

開発行為 

(4) 市街化調整区域において、線引きの日前に建築物の建築を目的として造成され、かつ、

給水施設、排水施設等が整備されていると認められる土地に、自己の居住の用に供する

ための専用住宅の建築を目的として行う開発行為 

（政令第３６条第１項第３号ハの条例で定める建築物） 

第６条 政令第３６条第１項第３号ハの条例で定める建築物は、前条各号に規定する開発行

為に係る予定建築物等の要件に該当する建築物とする。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にされた法第２９条第１項、第３

５条の２第１項又は第４３条第１項の許可の申請（次項に掲げる場合を除く。）のうち、

施行日前に当該申請に係る法第３２条（法第３５条の２の規定により準用する場合を含

む。）の規定による協議（書類でされたものに限る。）又は白井市まちづくり条例第３２

条の開発事業事前協議書の提出があったものに係る第３条及び第４条の規定の適用につい

ては、第３条中「次の各号」とあるのは「第１号から第３号」と、第４条中「専用住宅以

外の用途」とあるのは「建築基準法別表第二（ろ）項に掲げる第二種低層住居専用地域内

に建築することができる建築物の用途以外の用途」とする。ただし、施行日から起算して

１年を経過した日以後にされた当該許可の申請については、この限りではない。 
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３ 施行日前に法第２９条第１項の許可の申請をした者又は前項の規定の適用を受けて法第

２９条第１項の許可を受けた者が、当該許可に係る開発行為について、施行日以後に法第

３５条の２の許可（設計の変更その他の規則で定める変更に係るものに限る。）を申請し

た場合における第３条及び第４条の規定の適用については、前項本文の規定を準用する。 

４ 施行日前から土地を所有している者（施行日以後に相続その他の一般承継により当該土

地を取得することとなった者を含む。）で、当該土地に自己の居住又は業務の用に供する

建築基準法別表第二（ろ）項に掲げる建築物を建築しようとするものが、当該建築に関し

施行日から平成３１年３月３１日までに法第２９条第１項、第３５条の２第１項、第４２

条第１項ただし書き又は第４３条第１項の許可の申請をした場合における第３条及び第４

条の規定の適用については、当該土地が第３条第１号から第３号までに掲げる区域に存在

する場合に限り、附則第２項本文の規定を準用する。 

附 則（平成２８年条例第２２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年条例第２７号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 


